


課題(主体別)

〈市民〉

① 地域や行政に無関心な人（寝に帰るだけの人）が多い

⑤ ふるさと意識が少ない

⑥ 新しく移ってきた住民が、地域に参加する意識がない

④ お互い様の精神、人情味が薄れてきた

③ コミュニケーションを図る場が少ない

② 地域参加へのきっかけがない

① 自治会加入率の低下

⑧ 高齢化社会に向けて地域での
相談窓口、情報交換できる場、
地域内でのボランティアが必要

⑦ 地域課題を共有する仕組みがない

⑥ 自治会とコミュニティで重複して
いる活動がある

④ 活動者が固定、重複している

③ 若者の地域活動への参加が少ない

② 住民の高齢化により、地域活
動に支障が出ている

⑤ 行政からの下請け感 ⑰ ボランティア活動センターと市民活動
センターの役割分担

⑯ NPOやボランティアに対する理解が
進んでいない

⑮ 活動基盤（資金、人材、拠点）が弱い

⑱ 事業者や地域団体との協力・連携
関係が少ない

⑨ 財源、活動拠点が不足

⑪ 人材の発掘、育成、活用が弱い

⑩ 情報収集、情報発信力が弱い

⑫ 担い手の不足、高齢化

⑬ 何かしたいと思っている人に
情報、機会を提供できる仕組
みがない

⑭ 他団体との交流の機会が
少ない

〈市民公益活動団体〉

〈地縁団体〉 〈志縁団体〉

〈共通〉

① まちづくりへの取り組みが少ない

③ 事業者の域を超えられないジレンマ

② イベントへの市民参加が少ない

⑤ 市民と交流する機会が少ない

④ まちを元気にするためのリーダーシップをもっと発揮すべき

〈事業者〉

① 職員の参画・協働に対する意識が低い

③ 縦割り組織による弊害

② 情報提供不足

④ 補助金等の見直し、統合

⑧ つなぐ役割意識の欠如

⑦ 公平性・中立性が多様性を抑えてしまっている

⑥ 自治会同士の交流を促進する施策がない

⑤ 自治会加入率を上げるような支援が薄い

〈市〉
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（2）担い手
の発掘、育
成、支援の
しくみづくり

担い手の発掘・
育成の充実

解決策案

（1）情報共
有のしくみ
づくり

①行政情報の効果的な発信〈計画段階からの情報提供、審議会等の会議録のわかりやすい公開、
苦情等の開示〉

②行政内部での地域情報等収集、共有のしくみ

④地域カルテの作成

③市が持つ広報媒体の一層の活用と新たな媒体の新設。

・現行：広報かわにし、ホームページ、各部署による広報パンフレット等による行政情報の提供、

周知。（パブリックコメント含む）
・新設：市民公益活動に絞った広報誌（活動の計画・実施状況等の紹介）の発行。

③市民公益活動の総合的な情報窓口の設置

②市内、市外の成功事例の紹介

①公民館及び行政センターでの市民公益活動に関する情報の提供
・市内で活動する市民公益団体の情報を閲覧できる体制を創る。（市、各市民公益団体等が
発行するパンフレット、チラシ等をファイリング）

多様な媒体によ
る情報提供と
ネットワーク化

市民公益活動に

関する情報提供

の充実

多様な主体の情

報が交流する場

の充実

⑤自治会の会報を市に提供

④実施事業（計画づくり）を常に市民にフィードバックし、共に考える場づくり

①市民等と行政が出会える機会やコミュニケーションの場の設定

②まちづくりに関わる様々な人が政策課題を話し合うラウンドテーブル(円卓会議)の設置
(地域がデザインしてラウンドテーブルの参加者を選ぶ)

⑤市民公益活動を行う団体間同士の定期的な会議（情報交換・連絡等）の開催。
・市が主体となり、年３～４回の会議を開催することにより、行政と市民公益活動団体、

市民活動団体同士での情報収集・共有・交流を図る。（職員も参加）

③中間支援型NPOを活用した「情報交換の場」の設置

⑦市とコミュニティの定期懇談会の開催

⑥自治会相互にイベントの労務管理や行事参加

⑥小学校区やコミュニティ単位でHPを作成

①初動期のまちづくり活動を支援するしくみ

⑥市民コーディネーターを育成する講座の開催

③「やりたい」気持ちを受け止める場の開設

⑪コミュニティビジネス(地域性のあるもの)の活用、支援制度の設立

⑨住民同士の話し合いの場に、ファシリテーターやコンサルタントを派遣するしくみ

⑦地域力UP講座(IT講習など)

⑧CSRに取り組む事業者の育成

②市民の自発的なまちづくり活動を発見し、援助するしくみ

④「参画と協働のまちづくりの推進」に関する情報提供と啓発により、新たな人材を求める。
・市民会議、意見交換等の開催。（地域別又全市一括開催）

⑤市民公益活動を実践している人及びしたい人への講習会の開催。
・市民公益活動団体に対し、専門家による「リーダー育成を目的とした講習会」を年5～６回開催

する。

(より実践的な研修も。毎年受講者を代えて月1～2回のペースで開催）

⑩市民公益活動を行う団体への運営アドバイザーの派遣（市職員または専門家）

⑬ボランティア職場の開発

⑫専門技能保持者の登録制度
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①行政内の縦割りの動きだけでなく、横断的に動ける仕組みづくり

②行政のサポート力の強化

③現場の情報をフィードバックする仕組み

⑤市の魅力を発掘・提案する仕組み

④既にある資源を生かす仕組み

①行政が企画する事業に企画段階から市民が参画できるように工夫を

②情報分析＋情報提供できるスキル(能力)の向上

③管理職研修として、地域活動や志縁活動に参加

⑦コミュニケーション能力UPのための研修会

⑨市民公益活動を行う団体間同士の定期的な会議開催時への積極的な参加を促す。（自主的参
加と半強制的な参加）

⑧「参画と協働のまちづくり」を主題とした職員研修会の開催
・若手、中堅、ベテランくまなく実施する。

③講習会・研修会・各種会議・講座といったものを、定期的に開催する。

①市が持つ広報媒体（広報かわにし・ホームページ等）を活用した市民への啓発を実施する。

②「参画と協働のまちづくり」に関する出前講座を実施する。

・自治会、コミュニティへの職員の派遣

②中間支援ＮＰＯや社協を積極的に活用するしくみ

④特技や職の専門性を生かした協働のしくみ

①市民活動センターとボランティア活動センターの連携

③欲しい人材の絞り込み

⑤やりたい人への相談（コーディネート機能を持った）窓口の設置。(公民館・行政センターでも
窓口を設置、・担当職員の増員及びスキルアップ、地域・相談課と地域分権推進課の連携)

②活動拠点（小学校の空き教室や公民館など）の整備

①活動拠点を持たない活動主体へ拠点を提供又は斡旋する。
・使用料は取らない。

②市民提案型協働助成やコンペ方式による補助金制度のしくみ

①市民公益活動団体に対して、助成金・補助金を交付する。

・市民公益型事業、市との協働事業、市民提案型事業、市提案型事業等の交付基準の作

成、活動主体の認定基準の作成等が必要。

◇予算の持ち越しは、可か否か。（単年度決算のみかどうか）

◇人件費（手当て）の計上は可能か否か。

中間支援機能の

充実

活動拠点の
充実

財政的支援の
充実

庁内協働推進体
制の整備

市職員の意識

の向上

市民意識の向上

④自治会の総会に市の関係者の列席

⑤職員による自治会役員会の傍聴

⑥職員の「一日出向制度」(施設、交通、教育、医療)

⑤自治会による住民の啓発活動やサロン運営

④自治会相互、コミュニティ相互の見学会

⑥地域の遺跡や歴史的なものを活用する(小学校の教材にも利用)

⑥地域と学校とのコラボレーション

⑦地域と企業・事業者とのコラボレーション

⑯地域担当職員制度(地域の実情を把握した職員の養成、増員が必要。）

⑭高齢者向け職場(公共機関)の提供(ボランティア的)

⑮活動者の負担を減らすため、組織の統合などをおこなう

（3）意識
啓発のしく
みづくり

資-3



①市民対象の定期的な講習会及び研修会の開催。

・広く市民等が「参画と協働」の重要性を認識できるような講習会・研修会を開催する。
啓発活動の一環としても必要。

参加に向けての
きっかけづくり
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